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１　内政

（１）大統領地方訪問（オープン・プレジデンシー）

・3～6日，ゲブーザ大統領は2011年度地方訪問（オープン・プレジデンシー）の最初にマプト市を訪問した。ハマ同市知事は，首都マプトの主要な問題として青年層の失業，経済的脆弱性，公共交通の不足などを訴えた。

・7～10日より，ゲブーザ大統領はガザ州訪問を開始した。右訪問における視察先はビレーネ，マバラーネ，マシンジール，マンジャカーゼ各郡，行政管理，内務，公共事業・住宅各大臣，企画開発副大臣が同行した。7日，ガザ州シレンベーネにてゲブーザ大統領は，ジョジナ・マシェル追悼40周年記念式を主宰した。10日，ショクエ視察をもって同州訪問を終了したゲブーザ大統領は記者会見を開き，ショクエ灌漑が十分に利用されていない状況に不満の意を表明。右の一因として，エドゥアルド・モンドラーネ灌漑改修資金（イスラム開発銀行による9.2百万ドル）の拠出の遅れによる影響を指摘した。

・12～15日，ゲブーザ大統領は，イニャンバネ州を訪問。13日，ヴィランクーロにてゲブーザ大統領は，同地の空港竣工式に出席。同空港再建・近代化のため10百万ドルが投資された。

・16～18日，大統領はマプト州を訪問した。ジョナス同州知事は，マトゥトゥイーネ，ボアネ，マグーデ各郡にセメント工場建設（250百万ドル），精米工場建設（33百万ドル），野菜･果物加工工場建設2案件（2百万ドル強）が実施される予定で，雇用創出1,050ポストが見込まれる旨報告した。18日，ナマーシャにて大統領の主宰による集会において同地域のリーダーは，土地利用権が許可されているが利用されていない土地問題について言及し，大統領は当該の土地は改めて他の申請者に配分されることを保証する旨回答した。

（２）最低賃金の改定

・26日，タイポ労働大臣は，第14回閣議で採択された4月1日付新最低賃金を公表した。公共管理セクター2,380Mt（8％増），農畜産2,005 Mt（19.3％），狩猟・林業・製糖産業2,075 Mt（21.2％），水産2,475 Mt（12.5％），カペンタ漁2,300 Mt（10％），採鉱産業2,890 Mt（20.4％），製造産業3,100 Mt(24％)，パン製造2,850 Mt（14％），電気･ガス・水生産3,222 Mt（中小企業），3,116 Mt（大企業），建設2,779 Mt（9％），サービス（金融除く）2,996 Mt，金融サービス5,320 Mt（52％）。（注：1ドルは約30Mt）

（３）低所得者層への食料補助政策

・12日，第12回閣議において低所得者への基本食糧の補助政策の対象基準を2,500メティカル以下の所得者と改定する旨決定。右の食糧補助の裨益者数は推定1.8百万人，試験的に今年6月～12月まで各州都（首都含）を対象に実施，近く，同所得者登録プロセスが開始される予定。 

・14日，会期国会にてアリ首相は，3月29日に政府が発表した食糧補助政策は暫定的なものであり，特定の食品に関し市場価格が政府参考価格を上回った場合のみ実施する方針である旨説明。

（４）重要人事

・27日，マプトにてアリ首相は，ザンベジ川流域開発庁（Agência do Desenvolvimento do Vale Zambeze,元GPZ）総裁のロベルト・アルビーノ就任式を主宰し，農業生産の効率向上及び開発の実現のため同庁は全力で技術支援していく必要がある旨述べた。

・28日，ゲブーザ大統領は，エルメネジルド・ガミート氏を憲法評議会委員長に，オルランド・アントニオ・キランボ氏をエドゥアルド･モンドラーネ大学長，アナ・マリアダグラサ・モンジャーネ女史を同大学副学長にそれぞれ任命した。

（５）その他

・2日，ベイラ空港にソマリア沖海賊に拉致され，インド海軍によって救助された，Vega 5号の乗組員12人がインドから帰国した。乗組員一人によれば，海賊はモザンビーク，スペイン，インドネシア各国へ身代金を要求した模様。モザンビーク人7人及びインドネシア人2人は未だ行方不明。

・23日，中国政府の協力により建設されたジンペト国立競技場のこけら落としが行われた。ゲブーザ大統領及び政府，与党要人，4万人以上の観客が参加。

・27日，政府は，2011年度国家改正予算案を国会へ提出した。右の改正案によれば，歳出額が当初の1324億Mtから1418億 Mtに，歳入額は733億Mtから792億Mtへ増額。

・27日，会期国会にて当国司法年次報告を発表したパウリーノ検察総長は，汚職対策法の緊急な改正が必要である旨述べた。2010年に起訴された汚職件数は649件,前年は623件，犯罪件数は36,987年，前年度は35,587件。また，2010年度公金横領事件において関係者42人に有罪判決が下され，罰金支払額1.4百万メティカル，返済額3百万メティカルに達した。
・20日，マクアクア・フレリモ党報道官は，同党がレナモ党との対話を受ける姿勢を維持する旨表明した。右は，レナモ党側が一方的にフレリモ党との対話を中断する旨発表したことに対する。また，同報道官は，国内情勢を不安定化させるような抗議運動への参加啓発に乗らないよう国民に対し訴えた。

２　外交

（１）ラジョリナ・マダガスカル「暫定政府大統領」のマプト訪問

・19日，マプトにてラジョリナ・マダガスカル「暫定政府大統領」はゲブーザ大統領と会談し，同国の政治危機解決プロセスの進捗状況について報告した。同対談後の記者会見においてラジョリナ氏は，同国民の大多数が新憲法に投票し，新大統領選挙まで同氏が統治する意向を表明した。また，ラヴァロマナナ前大統領の大統領選挙立候補は承認されない旨言及。

（２）中国共産党幹部のモザンビーク訪問

・22日，マプトにてゲブーザ大統領とリー中国共産党幹部との間で二国間友好･協力関係強化に関する会談が行われ，独立解放戦以来の両国関係を一層強化する意向で合意された。

３　経済

（１）テテ州石炭開発

・18日，マラウイ政府とVale社との間でナカラ港鉄道とマラウイ南部を通ってモアティーゼを結び最短距離となる新鉄道の建設に関する覚書が署名された。同建設費用は推定15億ユーロ，モアティーゼとナカラを結ぶ鉄道距離は900km。

・今年7月，ナカラ・ヴェリャにてVale社は，モアティーゼ石炭輸送ターミナルの建設を開始する予定。施工業者はZAGOPE社。

・Vale Moçambique社の石炭輸出に必要なロジ物資がベイラ港へ到着し始めた。5月中旬には4万5千トン船2隻が入港する予定。ベイラ港に建設中の石炭ターミナルも最終段階にあり，輸出開始1年目の輸出量は1,2百万トン，2014年には11.1百万トンの達成を目標とする。

（２）インフラ整備

・15日，マプトにてズクーラ運輸通信大臣，ゴーシェ・ジンバブエ同大臣，ラムスデン・ボツワナ同大臣との間でマプト州マトゥトゥイーネ郡テチョバニーネ港建設プロジェクトに関する合意書が署名された。

・20日，アリ首相はマプト港を視察した。同港は域内内陸諸国の貿易にとって重要な役目を担うことから，同港の機能強化のため2015年までに253百万ドル，2030年までに749百万ドルの投資が見込まれている。現在同港の管理・運営を委託されているマプト港開発社（MPDC）は，2018年以降15年間の同港管理委託契約延期の政府承認を受けた。

・道路公団（ANE）によれば，ガザ州シャイシャイ～イニャンバネ州シシブカ間道路95kmの改修は当初今年3月の完成予定であったが，雨の影響により同工事の終了は5月末の見込み。施工業者は中国企業。

・ANEによれば，今年度改修･舗装される道路は計765km（うち国道は580km），投資額は約4,800百万メティカル。

・現在，モザンビークと南ア関係機関との間でレサノ･ガルシア国境入国管理の業務を週末及び休日に関しては24時間とする案を検討中。

・テテ～マプト間送電線建設プロジェクトの環境･社会インパクト調査が実施された。4月25日～5月4日の間，テテ，ソファラ，マニカ，イニャンバネ，ガザ，マプト各州，マプト市にて公聴会が開かれた。同プロジェクト費用は推定17億ドル，建設距離1,400km。

（３）資源開発

・19日，政府は，BHPビリトンが撤退したシブト重砂開発プロジェクトを加企業Rock Forage Titanium Lda.社が落札した旨表明された。

・イタリア企業ENI社は，数か月以内にロヴマ川流域において炭化水素の開発調査のため最低2か所の掘削作業を開始する予定。ロヴマ川流域における同分野投資企業が数社進出しており，うち米企業Anadarko Mozambique Exploration社は既に約270百万ドルを投資。

（４）財政・金融・マクロ経済

・クエレネイア企画開発大臣によれば，2010年第3四半期以降実施される支出抑制政策の結果，今年度の抑制額は約900百万メティカルの見込み。

・IMFミッションは，モザンビーク経済の将来は国際金融危機以前の成長率を回復する旨述べた。8日，マプトにて記者会見を開いたレドーIMFモザンビーク所長は，鉱物資源セクター案件実施が拡大されれば当国経済成長も順調に発展する見解を述べた。

（５）農業

・11日，マプトにてAU常任委員会及び農村経済･農業分野代表会合の冒頭においてインローガ商工大臣は，モザンビークは農業生産･生産性及び食糧安全を保証するためインフラ開発及び機能強化への投資を拡大すべきである旨主張した。

・当国砂糖セクターは，2015年以降，域内市場における競争力を高めると見込まれる。製糖産業は，貿易に課せられる付加価値税（IVA）の免税に加え原料，その他材料，機材部品などの付加価値税（VAT）免税要請を政府に提出した。
・ナンプラにてパシェコ農業大臣主宰による綿生産者と業者間との価格改定協議において1kg当たり15メティカルで合意に至った右の価格は過去20年間において最高記録価格となった。

・農業促進センター（CEPAGRI）によれば，食品セクターにおける新産業拡大及び供給システム改善により国内砂糖消費量が20万トン（推定合計生産量35万トンの57％を占める）に達する見込み。

（６）その他

・27日より，新燃料価格が導入された。26日，ナンブレッテ・エネルギー大臣は，乗り合いバス及び農業，水産，鉱物各セクターを右改定価格の対象外とする旨表明した。新価格はガソリン44 Mt（40），ディーゼル34.08 Mt（30.98），灯油26.52 Mt（24.11），LPガス55.58 Mt（52.84）。（括弧は改定前価格）

・当国政府は，カオラ･バッサ水力発電所の権利回復後初の収入として2010年度分25.2百万ドルを国庫に入れる。
・モザール・アルミ精錬の排煙処理施設の改修工事が終了した。同改修工事中は排煙をバイパス処理する必要があったため，工事の開始に際し，環境保護団体等から反対の声が挙がっていた。

４　経済協力

（１）科学技術・教育

・8日，教育省は，国の許可なく運営されている，高等教育施設を閉鎖するべきであるとの意向を示した。「モ」には，現在38の施設が学位コースを設けており，そのうちの数校は分校などによる拡大展開を行っているが，教育省への未登録が判明している。教育省は，今後15日間の猶予期間を設け，右期間内に登録完了しなかった施設は，法律違反とみなし閉鎖する旨表明した。　

・12日，マルティン教育大臣は，教育分野における予算削減は，当国の2つの大学（エドアルド・モンドラーネ大学及びペダゴジカル大学）の質の低下につながるとの懸念を示した。オ・パイス紙のインタビューにおいて，同大臣は，教育分野における予算削減は，近年の世界的金融危機によるとし，教育分野のみならず，保健分野においても予算削減を余儀なくされているとした。
・18日，テテ州ソンゴにてマシンゲ科学技術大臣の出席の下カオラ・バッサ水力発電所の投資百万ドルによるシティマ・ミレニアム・ビレッジ起工式が行われた。
・22日，リー中国共産党幹部の当国訪問にあわせて，モザンビークと中国との間で新しい協力分野となるラジオ・フィルム・ＴＶ及び，孔子学院設立，抗マラリア機材・補助品の供与，エネルギーなどの分野における協定が署名された。

（２）地雷除去

・4日，モアンバにて行われた国際地雷対策支援･啓蒙の日記念式において瀬川大使は，東日本大震災の発生にもかかわらず，日本政府が対「モ」地雷対策支援を変更することなく継続する意向である旨表明した。また，バンゼ外務協力副大臣は，「モ」国会地雷対策行動計画2008－2014の実施により，2010年には6.1百万平米（136危険地域）の地雷除去が実現された旨表明した。

· 21日，UNDPは2012年から2014年における地雷除去に必要な資金は，21百

万米ドルであり，ドナーの更なる資金提供が必要な旨，発表した。トッピングUNDP「モ」駐在代表は，「モ」における地雷除去活動は順調に進捗しているとし，右はMDGsの目標達成に大きく貢献すると強調した。

（３）援助協調
・世銀は，1985～2005年において当国経済社会開発プロジェクト52案件に2815.8百万ドルを支援した。うち31プロジェクトは終了，21プロジェクトは実施中。ちなみに2005年6月以降世銀が支援する案件は20プロジェクト，1038百万ドル。

・14日，マプトにてクリアリー在「モ」英国高等弁務官は，今後4年間における二国間協力として対「モ」援助に330百万ポンドを拠出する意向を表明した。

・イタリア政府は，マニカ，ソファラの２州おいて，2011～2013年で16百万ユーロ（22.8百万米ドル）の地方開発支援プロジェクト（PADR）を開始することを発表した。同プロジェクトでは，地方地域における貧困削減を目標に，農業分野での競争力，生産力の向上を目指し，また天然資源の継続可能な開発及び管理システム構築のための支援をする。

・3月23日～4月7日にかけてマクロ経済に関する調査を行う為に来訪していた国際通貨基金（IMF）政策支援インストゥルメント（PSI）調査団は，8日，モザンビークの2010年の経済成長を6.5％と発表し, 同国の経済発展と政府のマクロ経済管理を高く評価した。一方で，貧困削減に関しては，他のサブサハラ諸国に比して芳しくない結果であったことを指摘した。また現在，策定中のPAPRに対しては，農業分野における生産量及び生産性の向上のための政策改革の必要性を強調した。

・15日，ザンベジア州知事は，同州で違法に活動する外国非政府団体（NGO）に対し，政府担当部署に活動内容や必要な情報提供義務を怠っており，当地の生活改善に貢献していないとして，警告を発し，同時に外務協力省にその現状に関する報告を行った。現在のところ，同州には宗教関連NGOなど10のNGOが違法に活動していることが報告されており，知事は団体らの適切な登録手続を要請している

・15日にマプトにて開催されたメディアフォーラムにおいて，英国政府は今後4年の330百万ポンドの支援を発表し，同国のODAシェアが，国連の定めるGDPの0.7％に上ることを強調した。英国政府は，モザンビーク政府が，市民に対して，確実に説明責任を果たす開かれた政治システムが構築されるよう支援を行っていく。

（４）環境・水

・8日，EUは気候変動グローバルアライアンスに基づいて，モザンビーク政府に12.2百万ユーロ（14.7百万米ドル）の支援を発表した。支援は，現行のモザンビーク・デンマーク政府の共同環境プロジェクトを引き継ぐ形で，今後４年において，当地の健全な環境及び良質の生活とバランスの取れた社会環境の発展に貢献することを目的とする。
・モザンビーク議会の予算計画委員会（CPO）は，ミレニアム開発目標（MDGs）の中の水指標に関して，2015年までに都市部においては「達成できる」という見解を発表した。2014年までには，マプト，マトーラ，ボアネ地区において，70％の世帯に安定した水供給ができる見込みである。
（５）保健

・12日，マンゲーレ保健大臣は，昨年，深刻な薬剤不足に見舞われたことに鑑み，薬剤購入分として30百万ドルを予算配分することを発表した。なお，昨年，マトーラにおける薬剤用倉庫において，未使用のまま使用期間切れした薬剤が保健省により大量に発見され，現在まで責任の所在が明らかとなっていない。

・25日，マプトにて保健大臣は，マラリア罹患及び死亡率は減少したが，マラリアは引き続き当国における主要な死因であるとの懸念を表明した。同大臣によると，2010年度マラリア罹患者数は約3.3百万人，前年度と比較し21％減，死亡者数も25％減を記録してはいるものの，一層の罹患・死亡率削減のための対策が必要である。

・週刊紙「ドミンゴ」は，マニカ州におけるHIV陽性者の割合が増加したと発表した。同紙によると，昨年だけで，新たに9,110人がHIV陽性者として登録された。マニカ州行政官によると，2009年には962人のみが抗レトロウイルス治療を受けていたのが2010年には，8,550人もが本治療を受けている。同州には，ジンバブエからナカラ回廊周辺への移民が多く存在し，右周辺における売春産業が同州におけるHIV陽性者の増加につながっている｛ちりょう｝。

（６）ガバナンス

・2日，ノルウェー大使館は，腐敗防止NGOと公共統合センター(CIP)との共同主催で開催された税制改革と国家建設に関するセミナーにおいて，公平で透明性のある税制システムの構築には，市民団体とメディアの役割が重要であり，国レベルの税制協議を行う必要があると主張した。

(７)　農業･水産・観光

・8日，アリ首相は，熱帯サバンナ農業開発プログラムの開所式に参加した。本件は日本，「モ」，伯の三カ国の協力プログラムで，ナカラ回廊の農業開発における技術支援を行うものである。アリ首相は，「本件は，「モ」の食糧安全保障の確保に資する，極めて重要な協力である」旨述べた。開所式には，トリコ・ナンプラ州知事，日本大使，伯大使等が参加した。
・25日，パシェコ農業大臣は，伯サンパウロで開催された「モザンビーク・アグロビジネス」題する国際セミナーに参加した。本セミナーは，日伯「モ」による熱帯サバンナ農業開発プログラムの一環であり，伯の国際協力庁と日本のJICAの共催で開催された。

(８)　道路・インフラ

・8日，当国政府とEUとの間で2010-2013年道路セクターへの予算支援22.5百万ユーロに関する合意書が署名された。

・世銀は，当国道路･橋梁維持管理プログラム実施支援のため41百万ドルを追加融資する旨承認した。世銀は，同プログラム2007～2011年実施のため既に100百万ドルを融資していた。

・ナンプラ～クアンバ道路（EN13）350kmの改修･舗装プロジェクトは交渉プロセスが終了し，工事委託契約の締結を残すのみ，今前期中にプロジェクト開始が可能の見込み。右のプロジェクトの予算はアフリカ開発銀行，JICA，韓国EXIM銀行の支援及び当国政府の投資による資金計250百万ドル。
・伯政府は，ナカラ国際空港建設支援として80百万ドルを援助する予定。29日，ブラジルにてシャン財務大臣と伯政府代表との間で合意書が署名される予定。今回の伯訪問にズクーラ運輸通信大臣，ヴェテラノ・モザンビーク空港会社社長が同行。
 (了）
（注）これらの情報の大部分はモザンビークの国内報道に基づいており，客観的事実と異なることがあります。また，文中で使用される表現，語彙等は日本政府の見解等と必ずしも一致するものではありません。
